
いつかその日は来ると覚悟していても、いざその日が来てしまうと落ち込んで

しまいます。１月９日夜、元日本共産党亀山市議会議員の小川久子さんが亡くな

られました。７７歳という「若さ」でした。議員勇退後も民生委員や市民団体での

活動に尽力されましたが、ここ数年は筋肉の難病で闘病生活を続けていました。

私が議員になるために、強力な後押しをしてくれたのが小川久子さんです。当

時、日本共産党は１議席しかなく、しかも小川久子さんが４年前に得た得票は７０

０票で、１人最低でも９００票（２人で１，８００票）は必要だと言われていた中での

複数議席への挑戦でした。

私の立候補が市民に伝わると、「共産党はまた、共倒れになる」といわれたも

のです。随分前に複数議席に挑戦し、共倒れになったことがあったからです。

小川久子さんは「一人議員」ではダメだという強い信念で、あえて自らの議席

を危険にさらしてまで私に働きかけてくれました。こうした動きに党内外から何と

か当選させようという声が上がり、結果は小川久子さん８４０票、服部１，１３４票を

獲得し、２人で１，９７４票（前回比２．８倍）を獲得できました。小川久子さんは２期

目（票を減らすというジンクスがある）でありながら１４０票も増やしました。

小川久子さんは私を議会へ送り出してくれた恩人です。

謹んでご冥福をお祈りします。

市立医療センターの東側に広大な空き地がありま

す。２０２０年の秋、地域の方からの相談を受け市に

働きかけ、ようやく所有者により広大な空き地の草刈

りが行われました。あれから１年が経過した去年の秋

に、再度、地域の方から空き地の草刈りをして欲しい

との相談がありました。早速、また市の担当者などに

相談し、１月になってようやく草刈りが始まりました（左の写真）。

この空き地の周囲は住宅地であり、枯れ草が燃えるようなことがあれば大変な

ことになります。毎年、こうして要望しないと草刈りをしてもらえないのは困ったも

のです。所有者の方は自らの責任で空き地を管理して欲しいものです。

この議会報告は毎月月初めに発行しています 好きです 亀山 住みよい街に
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電話、ＦＡＸ ０５９５－８２－３６４６ 市議団ホームページ 「共産党 亀山」で検索を

オミクロン株によるコロナ感染症の感染者数が急拡大。１月２９日現在、全国で

新規感染者数が８万人を超えた。この号でもそのことを書こうと思ったが、この紙

面を見てもらう頃にどうなっているのか予測がつかないため断念した。

さて、 １月１４日に臨時議会を開催し、住民税非課税世帯等に対し、一世帯１

０万円の臨時特別給付金を支給することを決めました。支給対象者は、１つは

「プッシュ型」（支給対象世帯を抽出し、案内書類を送付）で、基準日（昨年１２月

１０日）時点で亀山市に住民票があり、同一世帯に属する者全員が令和３年度分

の住民税が非課税である世帯です。ただし、親が非課税世帯でも子どもの扶養

親族となっている場合は対象外となります。

また、ＤＶ等避難者や児童福祉法等の措置入所者などで、亀山市に住民票を

移していない場合は、独立した世帯とみなし、亀山市での支給対象となります。

もう一つは、「申請型」（申請方法により実施）で、コロナ感染症の影響を受け、

昨年１月以降の家計が急変（収入減少等）し、昨年度の住民税が課税されてい

る者全員のそれぞれの１年間の収入見込額（昨年１月以降の任意の１ヶ月収入

×１２）が、住民税が非課税となる水準に相当する額以下（単身の場合：年収９３

万円－１ヶ月でも月７７，５００円以下になる月があればいい）である世帯です。

申請期間は、プッシュ型は原則、市が案内書類を発送した日から３ヶ月を経過

した日までで、市への確認書等の返送がない場合は、給付金の受給を辞退した

ものとみなされるので要注意。一方申請型は、今年２月１日から同年９月３０日ま

で。対象者でありながら支給されないということがないようにしてください。

こうきの議会報告



１月２７日に静岡の地元紙が『リニア「着工容認できず」

流域一致 静岡県、 JR と国に見解送付』という見出しで、

次のように報道しています。

『リニア中央新幹線南アルプストンネル工事に伴う大井

川の水問題を巡り、静岡県は２６日、国土交通省専門家会議の中間報告を踏ま

えて流域１０市町（島田、焼津、掛川、藤枝、袋井、御前崎、菊川、牧之原、吉

田、川根本）と土地改良区など１１の利水団体の見解を取りまとめた結果、「現状

では工事は認めることのできる状況ではない」とする認識で一致したと明らかにし

た。この認識を記した書面を JR東海と国土交通省に同日送付した。

書面では、工事中のトンネル湧水全量戻しの方法が示されておらず、水質へ

の影響、トンネル残土の処理方法などの議論が不十分だと理由を説明。生態系

への影響についても国交省会議や県有識者会議専門部会で適切な回避、低減

策が示されていないとした。

JR 東海の金子慎社長が昨年４月に「着工は流域の理解と協力を得ることが前

提」とする意向を表明したことを踏まえ、同社に対し「流域住民との約束なので、

着工できない状況であることを十分認識を」とくぎを刺した。

今後、再開する県専門部会での水資源問

題の協議には「真摯（しんし）な対応を」と求

めた。国交省に対しては、生態系の問題で

県専門部会の論点整理を待たず、国交省会

議の開催時期や議論の内容を示すよう要請

した（写真は南アルプス）。

書面は、県が中間報告の内容を説明した

２０日の大井川利水関係協議会後、構成する市町や団体に意見照会した上で

取りまとめた。』

亀山市が推進するリニア計画は、ますます困難になってきました。無駄とわか

っていても後戻りできないようになるまでに、早い段階での中止の決断が求めら

れます。

厚生労働省は１月２１日、２０２２年度の公的年金額を２１年度から０・４％引き

下げると発表しました。引き下げは２年連続です。安倍・菅・岸田の自公政権１０

年間で、公的年金額は実質６・６％も削減される事態になります。

食品や電気代など物価が急上昇しているもとでの年金額の削減は、年金が大

きな収入源である多くの高齢者や障害者にとって、生活の悪化に拍車をかける

ことは必至です。

毎年度の年金額改定は、前年度の年金額に乗じる改定率を示すことで行わ

れます。厚労省

の発表によると、

指標となる２１年

の物価変動率

は「マイナス０・２

％」、賃金変動

率は「マイナス０

・４％」でした。

年金額改定のルールで、物価よりも賃金の変動率のマイナス幅が大きい時

は、賃金の変動率を改定率にすることにしており、２２年度の改定率を「マイナス

０・４％」としました。

一方、公的年金の被保険者数の変動などに応じて、削減幅をさらに大きくす

る「マクロ経済スライド」の２２年度の調整率は「マイナス０・２％」でした。ただし、

同スライドは「物価と賃金の変動率がいずれもプラス」の場合に発動するため、今

回は見送られます。昨年度の見送り分（マイナス０・１％）とあわせた「マイナス０・

３％」の削減は、翌年度以降に繰り越されることになります。

歴代自民党政権は、年金額を実質削減し続ける制度改悪と運用を推進し、安

倍政権下の１３年度から岸田政権下の２２年度までの１０年間で、各年度の物価

変動率と年金改定率を単純に加算すると、物価の変動率は「プラス５・５％」と上

昇しているにもかかわらず、年金改定率は「マイナス１・１％」で、年金額は実質６

・６％も削減されることになります。

生活に深刻な影響を与え、家計を直撃する年金削減は中止すべきです。


